

















Construction of the Collaboration Model of Developing the Individual Teaching Plans 












































































































































































































第一節 特別支援教育の制度的背景  
 
我が国では、2006 年の国連総会において採択された障害者の権利に













































































































































































































第四節 特別支援学校におけるセンター的機能  
 
 2007 年に施行された学校教育法第 74 条において、「特別支援学校に
おいては、第 72 条に規定する目的を実現するための教育を行うほか、
幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の要請に応じて、














































科学省， 2008）。  




































































































（Individualized Education Program） が紹介されてからは、IEP を
参考にした指導計画の立案が模索された。  
IEP は、1975 年の全障害児教育法（Education for All Handicapped 
Children Act: P．L．94-142）、1997 年の障害者教育法（Individuals 
















































































































































































































                                                   
3 本論文では、肢体不自由のある児童生徒を肢体不自由児と表記する。  



















いては、公立小・中学校に在籍する学校教育法施行令第 22 条の 3 に該
当する肢体不自由児は、通常の学級で 575 名（小学校 359 名，中学校












成 28 年度において 4,418 名（小学校 3,302 名，中学校 1,116 名）であ
り、特別支援学級に在籍する児童生徒全体（217,789 名）の 2.0％であ
る（文部科学省，2017c）。また、通級による指導を受けている肢体不
自由児は 92 名（小学校 69 名，中学校 23 名）で、通級による指導を受













る指導を受けている肢体不自由児 92 名のうち、自校通級は 12 名、他





























































































































































                                                   
5 作成する必要のある該当者がいない学校数を調査対象校数から引いた場合の作

























には、以下の 2 点について調査する。  
                                                   
6 協働（ collaboration）には様々な定義がある（例えば Hargreaves，1994；今津，




































協働モデルを実践するための研究として研究 4 を実施した。研究 1 で
は、小学校における個別の指導計画作成の現状と通常学級教師が個別
の指導計画に主体的に関与するための課題を明らかにすることを目的
とした面接調査を実施した。研究 2 では、研究 1 で挙げられた課題を
踏まえ、通常学級教師の個別の指導計画に対する意識を明らかにする
ことを目的とし、イメージに着目した質問紙調査を実施した。研究 3


























































































































































１．対象                    


















につき 30 分から 90 分の半構造化面接を行った。調査は 2010 年 5 月か










1 S1 35 33 特別支援学級
2 S1 24 16 特別支援学級 Co
3 S1 30 15 巡回相談員（前Co）
4 S2 24 16 特別支援学級 Co
5 S3 30 0 学校長
6 S3 28 16 特別支援学級 Co
7 S4 27 9 特別支援学級 Co
8 U1 27 0 養護教諭 Co
9 U2 30 0 通常学級 Co























































ける個別の指導計画作成を開始していた。   
個別の指導計画を作成する対象児童の基準を Table 5-1-3 に示した。





































S1 S2 S3 S４ U1 U2 U3
作成の有無 無 有 有 有 有 有 有
開始時期 2010年度 2005年度 2006年度 2006年度 2004年度
2008年度以前
（詳細不明）


























































































の定義を Table 5-1-4 に示した。 





≪活用≫に関する具体的な発言内容を Table 5-1-6 に示した。特に、
＜授業への活用＞に関して課題を感じる対象者が多く、個別の指導計


































































































































































































































































































































第二節 予備調査  
  
１．目的 







X 市の小学校 3 校の通常学級教師及び特別支援学級教師計 57 名を対









 本研究で用いたコンセプトは、以下の 2 つの基準から選定した。基
準 1 は小学校の教育課程の編成との関連、基準 2 は個別の指導計画と
の関連である。 























発送部数 3 校 57 名、回収部数 3 校 45 名（回収率 78.9％）であった。
質問紙①（コンセプト；「理科」，「個別の指導計画」，「実態把握」）は
24 名、質問紙②（コンセプト；「国語」，「総合的な学習の時間」，「自
立活動」）は 21 名の回答が得られた。各コンセプトに対して 3 名以上
62 
 
が挙げた形容語（40 語）を抽出した（「理科」10 語、「国語」8 語、「総
合的な学習の時間」5 語、「個別の指導計画」6 語、「自立活動」5 語、
「実態把握」6 語）。その後、重複する形容語を削除し、22 語の形容語



































郵送による質問紙調査を実施した。調査時期は 2010 年 11 月上旬か
ら 12 月上旬であった。 
（3）質問紙の構成 
質問紙はフェイスシート、個別の指導計画に対する認知及び関与を
測る質問項目、コンセプトについての SD 尺度で構成した。SD 法の評
定は 7 件法とした。対象者の負担を考え、コンセプトを変えた質問紙









各コンセプトについて、SD 尺度に対する回答が 1 つでも欠落してい
る場合は、分析の対象から除外した。各 SD 尺度に対して中央値を 4 点
とし、左端から右端にかけて 1 点から 7 点までの得点を与えた。「個別
の指導計画」というコンセプトに関する得点は因子分析（主因子法・



























回答者は、女性 121 名（71.6％）、男性 48 名（28.4％）であり、平
均年齢は 44.5 歳（SD=8.5）、教職経験年数の平均は 20.0 年（SD=9.3）
であった。通常学級教師が 150 名（88.8％）、特別支援学級教師が 15
名（8.9％）、未回答 4 名であった。また、特別支援学級等の特別支援













































































22 の SD 尺度の平均値及び標準偏差を Table 5-2-1 に示した。個別
の指導計画に対するイメージを明らかにするため、個別の指導計画と
いう用語を聞いたことがないと回答した者（ 10 名）及び SD 尺度に対
する回答が 1 つでも欠落している場合は分析の対象から除外した。そ




し、因子数を 3 に固定した。天井効果の見られた項目（項目 5）、因子
負荷量が 0.45 に満たない項目（項目 7，項目 13，項目 15）を削除し、
18 項目の SD 尺度において再度因子分析（主因子法・ promax 回転）を














第 3 因子は「大変な―簡単な」「楽な―面倒な」の 2 項目が高い負荷
量を示し、これらは個別の指導計画作成の手続きへの評価と解釈でき、
第 3 因子を「手続きへの評価因子」と命名した。  
内的整合性を検討するために Cronbach のα信頼性係数を算出した
結果、第 1 因子で 0.88、第 2 因子で 0.77、第 3 因子で 0.70 であった。





















1 細かい―おおざっぱな 2.40 1.04
2 おとなしい―活動的な 4.30 1.06
3 苦手な―得意な 3.74 0.97
4 楽な―面倒な 5.03 1.00
5 集団的な―個別的な 6.05 1.13
6 おもしろい―つまらない 3.87 0.93
7 基本的な―発展的な 3.26 1.36
8 自主的な―受動的な 3.52 1.15
9 無感動な―感動的な 4.37 0.94
10 不要な―必要な 5.88 1.00
11 粗雑な―綿密な 5.83 1.01
12 具体的な―抽象的な 2.25 1.22
13 あきらめやすい―根気強い 5.06 1.14
14 おおまかな―詳しい 5.72 1.17
15 身近な―疎遠な 3.21 1.37
16 大切な―粗末な 2.13 0.91
17 大変な―簡単な 2.64 1.14
18 雑な―丁寧な 5.64 1.12
19 むずかしい―やさしい 3.15 1.32
20 楽しい―苦しい 4.19 1.09
21 計画的な―無計画な 2.08 1.00
22 不自由な―自由な 4.03 0.96





14 おおまかな―詳しい .837 -.015 -.015
18 雑な―丁寧な .783 -.194 .029
10 不要な―必要な .722 .117 .153
11 粗雑な―綿密な .714 .072 -.154
16 大切な―粗末な -.705 -.081 -.058
12 具体的な―抽象的な -.641 .05 -.081
21 計画的な―無計画な -.617 -.086 -.028
 1  細かい―おおざっぱな -.492 .062 .298
 9 無感動な―感動的な .079 .732 -.159
22 不自由な―自由な .065 .653 .077
20 楽しい―苦しい .051 -.542 -.158
 3 苦手な―得意な -.009 .539 .176
 8 自主的な―受動的な -.058 -.526 .153
 2 おとなしい―活動的な -.066 .496 -.245
19 むずかしい―やさしい -.072 .467 .339
 6 おもしろい―つまらない .003 -.403 .001
17 大変な―簡単な .061 -.182 .891



































４．6 つのコンセプトに対するイメージの関係  
対極の意味を持つ 22 の SD 尺度を、6 つのコンセプトに対する 44 の
形容語とみなし、回答者を二値化した。すなわち、 7 段階の尺度にお
いて 1 点～3 点にあたる回答は左側の形容語を選んだものとし、5 点～
7 点にあたる回答は右側の形容語を選んだものとした。どちらでもな


























































































































































































































































































































































首都圏にある県内 5 市の小学校 64 校の通常学級教師 384 名。1 校あ

























































回答者は、男性 115 名（32.5％）、女性 239 名（67.5％）であった。
教職経験年数の平均は 19.43 年（SD＝12.7）であった。また、特別支
援教育経験がある者は 305 名（86.2％）、ない者は 49 名（13.8％）で
あった。これまでに個別の指導計画作成経験がある者は 272 名







析（最尤法・promax 回転）を行った。因子負荷量の絶対値が 0.45 に
満たない 5 項目を削除し、再度 13 項目による因子分析を実施した。そ






 作成することは負担に感じる .882 -.007 .060
 作成することは面倒だと感じる .708 -.01 .057
 作成するための時間がない .616 .029 .043
 作成しなければならないというプレッシャーを感じる.582 .036 -.071
２　自信（α=.77）
 作成や活用方法がわからない .048 .771 -.016
 作成は不安である .037 .664 -.018
 個別の指導計画とは何かがわからない -.059 .641 .152
 作成したとしてもこれで良いのかどうか不安である .099 .575 -.339
 誰が作成したら良いのかわからない -.121 .543 .298
３　職務中心性（α=.75）
 必要だとは感じていない .005 -.056 .819
 個別の指導計画に対する関心がある　 .043 -.168 .636
 作成は当然のことだと思う　 -.016 .083 .616
 役に立つか疑問に感じる .094 .136 .479
因子間相関　１ .387 ―



























































































の結果、天井効果の見られた 1 項目及び因子負荷量の絶対値が 0.45 に
満たない 5 項目を削除した。再度 10 項目による因子分析を実施した。






































































































































































































































                                                   
8 当時は養護学校。  





















































































































































































































































別支援学校教師 1 名の計 3 名を対象とした。 
















                                                   














































































































なっていたため、情報カード 1 枚でグループを構成した。  
114 
 

























































































































































































Table 6-4-2 作成した個別の指導計画 











































































                                                   
11 筆者補足。  


























                                                   


























                                                   








































































































                                                   











































































































































































































































































研究 2 は、研究 1 で挙げられた課題を踏まえ、通常学級教師の個別
の指導計画に対する意識をイメージとしてとらえ、具体的に検証する






研究 3 では、研究 1 及び研究 2 を踏まえ、通常学級教師が抱く個別
の指導計画に対する意識の背景要因を明らかにすることを目的とした。

























































































第二節 本研究の限界と今後の課題  
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性 別 a 女性 b 男性
年 齢 ( 歳)

















①全く関わらなかった ②ほとんど関わらなかった ③多少は関わった ④十分関わった
【質問紙 p2 ～ p4 までの回答の仕方】





































































































































































































































































































































１．教職年数   ：     年（平成 24年 4月 1日現在）  
２．性別     ：  ①男性    ②女性  
３．現在の所属  


















①はい    ②いいえ  

























































1 2 3 4 5 
（２）  作成は当然のことだと思う  1 2 3 4 5 
（３）  作成することは面倒だと感じる  1 2 3 4 5 
（４）  作成するための時間がない  1 2 3 4 5 




1 2 3 4 5 
（７）  立てた目標にとらわれてしまうと感じる  1 2 3 4 5 
（８）  作成することに抵抗を感じる  1 2 3 4 5 
（９）  作成や活用方法がわからない  1 2 3 4 5 
（ 10）  作成することに不安を感じる  1 2 3 4 5 
（ 11）  
作成したとしてもこれで良いのかどうか不安であ
る  
1 2 3 4 5 
（ 12）  個別の指導計画に対する関心がある  1 2 3 4 5 
（ 13）  役に立つか疑問に感じる  1 2 3 4 5 
（ 14）  作成は私の仕事だと思う  1 2 3 4 5 
（ 15）  必要だとは感じていない  1 2 3 4 5 
（ 16）  
個別の指導計画に関する校内支援体制は整ってい
る  
1 2 3 4 5 
（ 17）  
個別の指導計画に関する専門家による相談・助言
の機会がすくない  
1 2 3 4 5 
- 3 - 
 
（ 18）  書式の検討が不十分だと感じる  1 2 3 4 5 
（ 19）  作成する教員が足りない  1 2 3 4 5 
（ 20）  
作成するための学校としての専門性がないと感じ
る  
1 2 3 4 5 
（ 21）  個人情報なので取り扱いが難しい  1 2 3 4 5 
（ 22）  マニュアルがあれば作成できる  1 2 3 4 5 
（ 23）  個別の指導計画とは何かがわからない  1 2 3 4 5 


































































1 2 3 4 5 
















1 2 3 4 5 






1 2 3 4 5 
（ 10）  
学校の教育目標や課題は、主に管理職がそのビジ
ョンや考え方に基づいて設定している  
1 2 3 4 5 
（ 11）  
教師集団の和を大切にするあまり、自分の考えや
主張が通りにくい職場である  
1 2 3 4 5 
（ 12）  
職員会議は、一部の意見に従うかたちでまとまる
ことが多い  
1 2 3 4 5 
（ 13）  
他と異なる意見を言ったり、目立った行動をとら
ない限り居心地がよい職場である  
1 2 3 4 5 
（ 14）  校外の関係機関との連携不足を感じる   1 2 3 4 5 
（ 15）  小中高の一貫した連携体制が取れている  1 2 3 4 5 
（ 16）  保護者との信頼関係が作られている  1 2 3 4 5 
 
※質問は以上になります。ご協力ありがとうございました。  
 
